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令和７年度 学校経営報告書（自己評価） 

 

学校番号 23 学 校 名 静岡県立掛川特別支援学校 校 長 名 山崎 かおる 

 

本年度の取組（重点目標はゴシック体で記載） 

  取組目標 成果目標 達成状況 評価 成果と課題 

ア 

 

専

門

性 

(ア)教育的ニーズ

の的確な実態把握

と目標の達成 

 

 

 

(イ)つながりのあ

る支援と指導の充

実 

・「個別の指導計画

の目標を適切な

指導により達成

できた」と答え

る教職員 100％ 

個別の指導計画の

目標を適切な指導

により達成できる

ようにしている。 

97.6％ 

Ａ 

授業のあらわれについて教員

間で児童生徒の情報を共有す

ることを日々取り組み、記録

や話し合いを基に個別の指導

計画の目標に向かって適切な

指導ができた。 

・「12 年間の系統

性や学習指導要

領等の内容に沿

って見直した年

間指導計画と

日々の授業改善

ができた。」と答

え る 教 職 員

100％ 

12 年間の系統性や

学習指導要領等の

内容を見直した年

間指導計画を作成

している。 

92.7％ 
Ａ 

昨年度までに、音楽と体育に

ついての 12 年間の系統性を

示した全体計画の資料を作成

し、今年度は、図工・美術に

ついて、同様の資料を作成し

た。今後、これらの資料の活

用の仕方や配慮事項について

周知し、学習計画の立案に役

立てながら、本校の実態に合

った資料としていく。 

・「主体的・対話的

で深い学びの視

点で授業改善で

きた」と答える

教職員 100％ 

主体的・対話的で

深い学びの視点で

授業改善してい

る。 

95.1％ Ａ 

授業研究では、グループ協議

の視点を絞って提示したりグ

ループ編成を工夫したりする

ことで活発な話し合いができ

た。助言者から受けた助言を

基に具体的に授業改善に取り

組む中で、問いを自分たちで

解決しようとする姿を引き出

すことができた。 

・「児童生徒がＩＣ

Ｔ機器を活用し

た」と答える教

職員 100％ 

授業の中で ICT を

活用する場面を、

授業カードに記入

して取り組んだ。 

88.6％ 

Ｂ 

ICT 活用研修やミニ学習会で

学んだことを生かし、児童生

徒自身が機器を操作し、活用

する場面が増加・拡大してき

ている。継続して、職員研修

に取り組んでいく。 

イ 

 

安

全 

・ 

安

心 

(ア)人権に配慮し

た言動や行動の徹

底 

 

 

・「教職員一人一人

が人権に配慮し

た丁寧な態度や

言葉遣いができ

た」と答える教

職員 100％ 

人権教育の全体研

修会と学部会を実

施。月ごとの人権

目標や振り返り職

員アンケートを活

用した。 

93.5％ 

 

Ａ 

月初めに人権目標を周知して

人権意識の向上を図った。月

末には職員アンケートを実施

し、まとめたものを全体で共

有した。肯定的な言葉かけの

具体例を提示したり、ほめ方

や伝え方の工夫などを掲示し

たりするなどし、全体で人権

を意識しながら取り組むこと

ができた。 



様式第３号 

(イ)命を守る、体

制の整備と緊急対

応の実践力強化 

・「ヒヤリハット等

の情報を環境整

備や再発防止に

活用した」と答

え る 教 職 員

100％ 

児童生徒の重大事

故は３件。 

ヒヤリハットによ

る情報共有を実

施。 

91.9％ 

Ａ 

今年度は、救急車を要請する

事案が３件発生（発作による

もの１件、人工呼吸器装着児

の対応によるもの１件、運動

中の骨折によるもの１件）。今

後も、事前に対応の在り方を

十分に検討するとともに、事

故発生時の職員への周知方法

も含めて改善を図る。 

・マニュアルを教

職員が理解し、

「有事の際の動

きが分かって行

動できる」と答

え る 教 職 員

100％ 

災害、緊急捜索、

不審者対応等の訓

練を実施。 

96.8％ 

Ａ 

職員会議で避難訓練を検討す

るときには、危機管理マニュ

アルを開いて自分の役割につ

いて確認するようにしたこと

で、落ち着いて避難訓練を行

うことができた。また、毎回

訓練後に振り返りを行い、マ

ニュアルの修正箇所をチェッ

クし、実際に即した内容に修

正することができた。 

ウ 

 

連

携 

(ア)よりよく生き

るための関係機関

等との協働強化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( イ ) 地 域 資 源

（人・もの・こと)

への深い理解とそ

れを活かした実践

や発信 

 

・ニーズに応じた

関係者会議や学

習会を設定した

り、情報共有し

たりして、「必要

に応じて保護者

や関係機関と連

携して取り組ん

だ」と答える教

職員 90％ 

児童生徒の状況や

ニーズに応じて、

関係者会議を設定

したり情報共有し

たりして、保護者

や関係諸機関と連

携している。 

96.7％ 

Ａ 

校内支援会議５回（２名）、関

係者会議８回（５名）実施。

今後の支援の方向性について

検討し、情報共有をすること

ができた。また、中遠地区特

別支援学特別支援教育コーデ

ィネータ研修会に参加し、対

応力向上に努めた。今後もセ

ンター的機能を発揮し、地域

の特別支援教育の充実を図り

たい。 

・校内の専門家(看

護師、ＳＣ)や校

外の専門家(Ｐ

Ｔ、０Ｔ、学校

医、医ケア指導

医相談員等)の

活用が「有効で

あった」と答え

る教員の評価

90％ 

医療的ケアに関し

ては校内看護師と

連携を図って取り

組んだ。また、SC

や PT、OT、学校医、

医ケアの指導医相

談員等を招いて指

導・助言を仰ぎ、

効果的に指導に役

立てた。 

94.3％ 

Ａ 

外部の専門家から得た知見な

どについては、「自立活動課便

り」を発行するなどして、職

員に周知を図った。姿勢のこ

と、箸やハサミの使い方、発

話の不明瞭さやこだわりへの

対応など、指導のヒントにな

るものを職員で共有すること

ができた。今後も継続して取

り組み、児童生徒の自己実現

を支える職員の指導力向上を

目指していく。 

・「ふれあい活動を

実施し、地域資

源(人・もの・こ

と)を利用でき

た」と答える教

職員 100％ 

『ふれ活』を実施

し、地域資源（人・

もの・こと）を利

用している。 

98.4％ 

Ａ 

「ふれ活」では、例年の活動

に加えコミュニティスクール

コーディネーターと連携し、

新規の地域人材を活用して、

実施することができた。 
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  ・地域の方々に向

けた作品展や日

頃の学習活動を

公開して、「児童

生徒の理解啓発

につながった」

と答える教職

員・外部評価

100％ 

地域の方々に向け

た居住地域での作

品展や日頃の学習

活動の公開などを

通して、児童生徒

の理解啓発につな

げている。 

98.3％ 

Ａ 

地域の図書館で作品の展示を

実施。全国展、手足の不自由

なこどもの絵画写真展にも出

品し、広く地域の人たちにも

本校の児童生徒の作品や学校

のことを周知することができ

た。 

エ 

 

チ

ｌ

ム 

(ア)働きがいのあ

る職場の充実 

・「教職員が協働す

ることで、より

良い成果を目指

して、業務に関

する課題を解決

できた」と答え

る教職員 100％ 

 

教職員が協働する

ことで、よりよい

成果を目指し、業

務に関する課題を

解決している。 

89.5％ 

Ｂ 

心理的安全性の確保に向け、

アンガーマネジメントやアサ

ーションの研修に取り組み、

短時間勤務や時差勤務など、

多様な働き方をする方が増え

てくる中で、お互いに考え方

やライフスタイルを尊重し合

い、協働して成果を上げるこ

とができた。 

 


